
平成13年4月1日から平成13年9月30日まで�

ミニ・ディスクロージャー誌�
（営業の中間ご報告）�

平成13年度9月期中間�



はじめに�
　わが国の景気は、世界的なIT（情報技術）関連需要の減退をきっかけに輸
出の減少傾向が鮮明となり、生産活動や設備投資なども冷え込むなか、9月
には米国で同時テロ事件が発生し、景気の先行き下振れ懸念が一段と強まり
ました。また、金融業界では、景気回復に向けた金融機関の不良債権処理へ
の取り組み強化や持ち合い株式の減損処理への対応などがクローズアップ
され、大手金融機関の経営統合や持ち株会社設立への動きが相次ぎました。�
　このように激変する金融環境のなか、私ども横浜銀行はこの13年度上期、
構造改革をすすめ、企業体質の強化をはかるとともに、着実に施策を実行に
移し、業績進展に努めてきました。�

高水準を維持する業務純益�
　リージョナル・リテール業務に特化した営業力の強化および人件費・物件費
などの経費削減を中心に、収益体質の強化に徹底して取り組んだことにより、
当中間期の業務粗利益は前中間期（平成12年9月期）比11.5％増の
1,009億円、業務純益（一般貸倒引当金繰入前）は前中間期比33.1％増の
531億円となりました。�
　また、株価下落の影響により、減損処理額が大幅に増加したものの、数年来
大手金融機関に先駆けて取り組んできた保有株式圧縮の努力が反映され、
経常利益は105億円、中間利益は70億円となり、黒字を計上することがで
きました。�
　株式の減損処理の対象銘柄は、時価が簿価を50％以上下回った全銘柄の
ほか、時価が簿価を30％以上50％未満下回った銘柄については、自己査定
における債務者区分が要注意先以下の全銘柄といたしました。�
　なお、不良債権処理額については、経済情勢が悪化しているなか、ほぼ当
初計画どおりの187億円の処理となりました。�
�
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ローコストオペレーション態勢の確立�

　当行は11月16日、総額600億円の転換社債を発行しました。調達した資金は、神奈川県内を中心に年率10％
超の伸びを示す、住宅ローンなどの増強に投入いたします。�
　当行の自己資本比率は10％を超えており、自己資本の充実は内部留保の着実な積み上げによることを基本とし
ているなか、中期経営計画で掲げている強靭な財務体質を構築するためには、さらなる自己資本の充実が不可欠で
あります。�
　今回発行した転換社債の株式への転換が順調に進むと、当行のTier1比率は向上し、大きく安定した資本の充実
がはかれる見通しです。�
�
　こうした諸施策をとおして、強固な経営体質を確立し、平成13年4月から平成15年3月までの2か年を計画期間
とする中期経営計画「イノベーション21第3ステージ」で掲げる「地域のお客さまに強く支持される銀行」の実現を
目指して経営努力を続けてまいります。�

平成13年12月�
�

　当行は、ここ数年、合理化・効率化を徹底してきました。経費率の低下によりOHRについては、平成8年9月期のピー
ク時と比べ、当中間期では26.5％改善し、47.2％となりました。�
　しかしながら、銀行を取り巻く環境は予想できないほど変化しており、当行が国内で有数の「良質な銀行」になるため
には、これまで取り組んできた体質強化のスピードをさらに上げて、徹底したローコストオペレーションを実現する必要
があると考えます。そこで、平成15年度末までに、当行単体総人員については、現状より約3割削減した3,500人、
OHRについては、国内トップレベルといえる45％程度の水準を目指します。�
　したがって、今後より一層のスリム化・効率化をはかり、少人数体制としていく一方で、営業力を維持・強化していくた
めに、関連会社を含めた当行グループ全体で業務執行態勢を抜本的に見直すことといたしました。�
　すでに10月には、本部組織の大幅な見直しをおこないました。今後は、チャネル別、部門別の施策や店別の役割を
さらに明確化し、フルバンキング機能を備えた総合店舗を県内では約50店舗程度に集約する一方、機能を集約・特化
した機能特化店舗を100店舗程度に拡大する計画です。�
　また、他業態・異業種との分野別・機能別の提携やIT・FT（金融技術）を積極的に活用することにより、お客さまとの
接点の多様化による利便性の向上やお客さまのニーズに合った質の高い商品・サービスの提供に努めます。�
�

自己資本のさらなる充実�
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業務粗利益�
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　当中間期は、収益体質の改善に徹底して取り組んだことにより、
業務純益は、一般貸倒引当金繰入前で前中間期（平成12年9月期）�
に比べて33.1％増の531億円となり、過去最高の水準を更新
することができました。�
　これは、営業力の強化などにより、国内業務部門の収益が拡大し、
業務粗利益が前中間期比11.5％増の1,009億円と増加する�
一方、経費削減についても継続的に取り組んだことが、おもな要
因です。�
　経常利益、当期利益については、当中間期では株価が大幅に下
落した影響により、株式の減損処理額が膨らんだことから前中間
期に比べてそれぞれ減少しました。�
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経費・OHR

H9/9 H10/9 H11/9 H12/9 H13/9

　経費は、システムのアウトソース
への移行効果があらわれたほか、引
き続き削減に努めた結果、前中間期
比▲5.6％減の477億円となり、ピ
ーク時（平成8年9月期）からは155
億円の削減となりました。�
　また、業務粗利益に占める経費の
割合を表し、効率性を示す指標であ
るOHRは、当中間期に47.2％となり、
前中間期に比べて8.6％改善しました。�
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経費の内、人件費、物件費については、引き続き着実に削減し�
ており、前中間期比でいずれも減少しています。�
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神奈川県内シェア�

〈預　金〉�
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その他計�

その他都銀�

信金�

Cグループ�

Bグループ�

〈貸出金〉�

※平成13年9月末現在。信託勘定を含む銀行、信用金庫の合計。�
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　平成13年9月末の預金は、低い金利水準が継続する状況のなかで、1,156億円減少したものの、個人預金については、神奈川県内を中心に

順調に増加し、前中間期比2.7％増の6兆4,403億円となりました。�

　また、資金需要が総じて低調に推移するなかで、総貸出は前中間期に比べて492億円減少しました。しかしながら、リージョナル・リテール分野

への特化という経営方針のなかで、地元金融機関としての使命を深く意識した営業努力をおこなった結果、中小企業貸出ならびに個人ローンに

ついては着実に残高を伸ばしました。中小企業貸出は、3兆6,538億円となり、前中間期に比べて136億円、個人ローンは、2兆5,029億円となり、

前中間期に比べて1,322億円増加しました。なお、個人ローンの内、住宅ローンについては、住宅ローンセンターの体制拡充や審査の迅速化な

どに積極的に取り組んだ結果、前中間期比11.8％増の1兆3,278億円となりました。�
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不良債権�

�
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　個人向け投資型商品については、多様化するお客さまの金融

ニーズに対し、的確かつ迅速にお応えした結果、投資信託の残高

は前中間期比150％増の1,647億円となり、外貨預金の残高は

前中間期比3％増の600億円となりました。�

　不良債権（金融再生法基準）については、平成13年3月末と比

べて721億円減少し、不良債権比率は、▲0.9％低下しました。�

　なお、要管理債権に含まれる貸出条件緩和債権には、債務者区

分が要注意先で財務内容、保全状況、平均的な適用金利水準を基

準として信用コストを下回る金利が適用されている貸出も含ま

れています。�
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�

自己査定における債務者区分�
（対象：総与信）�

（単位：億円、％）�

危険債権� 小 計� 合 計�
破産更生債権及び�
これらに準ずる債権�

要管理先�
（債務者区分）�

与信残高�

担保等保全額�

回収懸念額�

個別貸倒引当金等�
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A�

B�

C＝A－B�

D�

D÷C�

（B＋D）÷A

リスク管理債権〈単体ベース〉�
（対象：貸出金）�

金融再生法に基づく開示債権�
（対象：与信関連資産）� うち貸出金�

リスク管理債権〈連結ベース〉�
（対象：貸出金）�

（注）要管理債権は貸出金のみ�

貸出金、外国為替、支払承諾見返、未収利息、�
仮払金、貸付有価証券�

総与信…�
（注）�

与信以外の仮払金等�
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（平成13年9月末）�

金融再生法に基づく開示債権とリスク管理債権（平成13年9月末）�

保全状況�与信関連資産に対する各債権の割合（金融再生法基準）�

破産更生債権及び�
これらに準ずる債権�

正常債権�
94.34％�
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破綻先�
破産更生債権及び�
これらに準ずる債権�

正常先�

合　計�
合　計�

合　計�

合　計�

破綻先債権�

延滞債権�

３か月以上延滞債権�

貸出条件緩和債権�

合　計�

破綻先債権�

延滞債権�

３か月以上延滞債権�

貸出条件緩和債権�

実質破綻先�

破綻懸念先�

要管理先�

危険債権�

要管理債権�

正常債権�

小計� 小計�要注意先�

要管理先以外の要注意先�



●中間貸借対照表� ●中間損益計算書�

146,417�
109,311�
15,126�
150�

3,551�
18,276�
122,515�
31,634�
4,105�

6�
1,894�
51,762�
33,111�
23,902�
15,850�
16,594�
23,157�

54�
9,658�
13,444�
5,101�
380�

18,926

�

（平成12年9月30日現在）�（平成13年9月30日現在）�
（単位：百万円）�

（単位：百万円）�

経常収益�
　資金運用収益�
　役務取引等収益�
　特定取引収益�
　その他業務収益�
　その他経常収益�
経常費用　�
　資金調達費用�
　役務取引等費用�
　特定取引費用�
　その他業務費用�
　営業経費�
　その他経常費用�
経常利益�
特別利益�
特別損失�
税引前中間利益�
法人税、住民税及び事業税�
法人税等調整額�
中間利益�
前期繰越利益�
再評価差額金取崩額�
中間未処分利益�

資産の部� 平成13年9月期� 平成12年9月期� 平成13年9月期�

負債の部�

資本の部�

平成12年4月1日から�
平成12年9月30日まで�（� （� 平成13年4月1日から�

平成13年9月30日まで�（� （�
平成12年9月期�

�432,420�
46,257�
10,000�
4,100�
67,070�

1,414,718�
7,823,169�

8,620�
110,559�
154,531�
149,005�
375,736�

△124,282�
△90�

10,471,817�
�

8,775,699�
63,870�
314,979�
3,000�
3,143�

284,991�
821�

20,000�
132,646�
25,281�
5,135�

0�
23,636�
375,736�

10,028,940�
�

184,799�
177,954�
33,497�
40,669�
5,955�

－�

442,877�
10,471,817

134,348�
103,234�
16,424�
258�

4,837�
9,593�

123,754�
18,042�
3,801�
19�

1,981�
47,687�
52,221�
10,594�
100�
386�

10,308�
67�

3,231�
7,009�
5,756�

9�
12,774

289,286�
100,649�

－�
3,751�
37,280�

1,183,670�
7,773,943�

8,346�
185,973�
144,557�
145,762�
379,934�
△99,791�

－�
10,153,365�

�
8,660,064�
256,813�
5,553�

－�
5,488�

216,124�
86�

45,000�
93,901�
21,325�
3,864�

0�
23,531�
379,934�

9,711,688�
�

184,799�
179,369�
33,170�
52,994�
△8,656�

△0�

441,677�
10,153,365

第141期（平成14年3月期）中間決算について�

現金預け金�
コールローン�
買入手形�
買入金銭債権�
特定取引資産�
有価証券�
貸出金�
外国為替�
その他資産�
動産不動産�
繰延税金資産�
支払承諾見返�
貸倒引当金�
投資損失引当金�

資産の部合計�
�
預金�
譲渡性預金�
コールマネー�
売渡手形�
特定取引負債�
借用金�
外国為替�
社債　�
その他負債�
債権売却損失引当金�
偶発損失引当金�
特別法上の引当金　�
再評価に係る繰延税金負債�
支払承諾�

負債の部合計�
�
資本金�
法定準備金�
再評価差額金�
剰余金�
評価差額金�
自己株式�

資本の部合計�
負債及び資本の部合計�

BANK OF YOKOHAMA
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Financial  Data
次の中間貸借対照表及び中間損益計算書は、商法及び銀行法に基づいて作成しています。�
なお、記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しています。�

平成13年度中間決算について�単体決算の状況�



　平成13年8月に、保険会社3社とそれぞれ業務提携し、天候不順

による企業収益の低下を補てんできる金融派生商品「天候デリバ

ティブ」の販売を開始しました。�

　天候デリバティブは、事業者がオプション料を払い、契約期間内に

気温、降水量などの気象条件が、あらかじめ設定した数値と乖離し

た場合、保険会社から補償金が支給される商品です。天候不順によ

って業績に影響を受けるリスクの回避が可能になります。�

　平成13年7月に「茅ヶ崎住宅ローンセンター」「金沢住宅ローン

センター」「中山住宅ローンセンター」、8月に「大船住宅ローンセ

ンター」をそれぞれ開設しました。これにより、当行の住宅ローン

センターは、県内を中心に23か所体制となりました。�

　当行の住宅ローンはニーズが高く、年率10％超の伸びを示して

います。そこで、住宅ローンセンターには、住宅ローン専門のスタ

ッフを集中して配置し、お客さまの住宅取得にかかわるさまざまな

ニーズに対して、的確かつ迅速にお応えできる体制を強化しています。�

�

「天候デリバティブ」の取り扱い開始�

危機管理訓練の実施�

　ドイチェ・アセット・マネジメントと協力し、平成13年9月から、当

行初の専用ファンドとなる投資信託「ドイチェ・グローバル・バラン

ス 愛称：みらいステージ」の販売を開始しました。�

　「みらいステージ」は、内外の債券や株式への分散投資により、リ

スクを低減しつつ、中長期的な安定収益の確保を目指すライフサイ

クル型ファンドで、株式などの組み入れ比率が異なる3つのファンド

から構成されています。�

　投資目的や期間、リスク許容度など、お客さまのライフステージ

や運用スタンスに合わせてファンドを選択でき、ファンド間の乗り換

えも手数料なしで可能です。  �

投資信託で初の専用ファンドを販売�

　確定拠出年金法（企業型）の施行により、「運営管理機関」と「運

用商品提供機関」として、当行は10月に年金ビジネスに参入しました。�

　日本版401kは、加入者自身が運用商品を選択し、その運用成果

によって給付額が決まる自己責任に基づいた年金制度です。�

　当行は、既存の退職金制度や企業年金制度との調整などをサポ

ートするほか、自己の判断で運用指示ができるための情報提供など

をおこないます。また、定期預金や投資信託などの運用商品も提供

します。�

確定拠出年金制度（日本版401k）スタート�

住宅ローンセンター拡充�

　平成13年７月、県内広域で震度6の地震が発生したことを想定し、

全役職員が参加して危機管理訓練をおこないました。�

　訓練では、地震発生後、迅速に災害時対策本部を設置し、緊急連

絡網により、全支店と関連会社に指示事項を伝達したほか、被害状

況などの情報収集などをおこないました。また、システム障害発生

を想定し、お客さまへの預金払い戻し時のロールプレイングをおこ

ないました。�

　災害やコンピュータ障害

など、様々なリスクに対応す

るため、平成13年4月に制

定した「危機管理計画」に基

づき、訓練は実施されました。�

BANK OF YOKOHAMA
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地域のお客さまに強く支持される銀行をめざして�トピックス�
Topics



名古屋市�
�

群馬県�
前 橋 �高 崎 �桐 生 �

名 古 屋 �

大阪市�
�大 阪 �

海外�
�ロ ン ド ン 駐 在 員 事 務 所 �
北 京 駐 在 員 事 務 所 �
上 海 駐 在 員 事 務 所 �
�
�

香 港 駐 在 員 事 務 所 �
ニュ－ヨ－ク駐在員事務所�
�

川崎市�
川 崎 �
川崎市役所（出）�
エスパ川崎店（出）�
大 島 �
大 師 �

御 幸 �
川崎南部市場（出）�
武蔵小杉�
溝 口 �
登 戸 �

百 合 ヶ 丘 �
新百合ヶ丘�
鹿 島 田 �
新 城 �
元 住 吉 �

稲 田 堤 �
読売ランド駅前�
鷺 沼 �
柿 生 �
川崎北部市場�

生 田 �

横浜市�
鶴 見 �
鶴 見 西 口 �
六 角 橋 �
大 口 �
新子安（出）�
中 央 市 場 �
本場内（出）�
反 町 �
藤 棚 �
横 浜 駅 前 �
新 横 浜 �
中 山 �
横浜若葉台�
十 日 市 場 �
鴨 居 駅 前 �

竹山（出）�
長 津 田 �
たまプラ－ザ�
港北ニュ－タウン南�
港北ニュ－タウン北�
あざみ野�
市 が 尾 �
青 葉 台 �
日 吉 �
綱 島 �
大 倉 山 �
菊 名 �
妙 蓮 寺 �
瀬 谷 �
三 ッ 境 �

希 望 ヶ 丘 �
二 俣 川 �
左近山（出）�
緑 園 都 市 �
鶴 ヶ 峯 �
白根（出）�
西 谷 �
和 田 町 �
横浜市庁（出）�
市大センター病院（出）�
関 内 �
元 町 �
阪 東 橋 �
伊勢佐木町�
本 牧 �

新 本 牧 �
県 庁 �
弘 明 寺 �
六 ッ 川 �
上 大 岡 �
上 永 谷 �
野庭（出）�
保土ヶ谷�
戸 塚 �
ドリ－ムランド（出）�
新 戸 塚 �
東戸塚駅前�
境木（出）�
和 泉 �
いずみ野（出）�

本 郷 台 �
港 南 台 �
湘南桂台（出）�
洋 光 台 �
杉 田 �
磯 子 �
汐見台（出）�
南部市場�
金沢シ－サイド�
金沢産業センタ－�
能見台駅前�
金 沢 �
金沢文庫�

藤沢市�
藤 沢 中 央 �
善行（出）�

藤 沢 �
片 瀬 �

鵠 沼 �
　 堂 �

　堂南（出）�
長 後 �

湘南ライフタウン�
湘 南 台 �

東京都23区･都下�
丸 ノ 内 �
東 京 �
新 橋 �
蒲 田 �

自由が丘�
新 宿 �
下 北 沢 �
玉 川 �

渋 谷 �
町 田 �
鶴 川 �
鶴 川 西 �

つくし野�
成 瀬 �
調 布 �
�

国内本支店…………………………………158か所�
国内出張所…………………………………24か所�
マイバンク（店舗外現金自動設備）……324か所�

横浜市�

藤沢市�

川崎市�

東京都�

足柄下郡�
湯河原�
箱根湯本�

茅ケ崎市�
茅ケ崎� 鎌倉市�

鎌倉�
大船�

三浦郡�
葉山�

三浦市�
三崎�

横須賀市�
横須賀�
北久里浜�
追浜�
浦賀�
衣笠�
久里浜�
馬堀�

高座郡�
寒川�
�

中郡�
大磯�
二宮�
二宮北（出）�

伊勢原市�
伊勢原�
愛甲石田�

海老名市�
さがみ野�
海老名�
南海老名�

綾瀬市�
綾瀬�

大和市�
大和�
高座渋谷（出）�
南林間�
中央林間�

座間市�
座間�
座間駅前�
相模台�

厚木市�
厚木�
緑ケ丘（出）�
森の里（出）�

愛甲郡�
愛川�

津久井郡�
中野�

小田原市�
小田原�
国府津�
下曽我�
鴨宮�
�

南足柄市�
大雄山�

足柄上郡�
松田�
山北�

秦野市�
秦野�
渋沢�
東海大学駅前�

平塚市�
平塚�

相模原市�
相模原駅前　相模大野�
渕野辺　　　相武台（出）�
上溝　　　　古淵�
橋本　　　　相模原市役所（出）　�
�

本 店�

逗子市�
逗子�

所有者�
別�

所有株�
数別�

株式数は千株未満を切り捨てて表示しております。�
比率は小数点第3位以下を切り捨てて表示しております。�

1.�
2.

（注）�

◆株式の分布状況�
証券会社�
0.19％�
2,200千株�

1千株以上�
2.45％�

27,920千株�
5千株以上�
1.76％�

20,071千株�
10千株以上�
6.79％�

77,383千株�

50千株以上�
2.51％�

28,637千株�

外国法人等�
10.20％�

116,182千株�

金融機関�
43.21％�

492,078千株�
個人その他�
13.09％�

149,140千株�

その他の法人�
33.28％�

379,021千株�
�

100千株以上�
9.24％�

105,268千株�
500千株以上�
6.04％�

68,801千株�

1,000千株以上�
25.68％�

292,413千株�

5,000千株以上�
45.35％�

516,466千株�

1千株未満�
0.14％�
1,661千株�

店舗のご案内�

（平成13年9月30日現在）�

株式の状況�

●株 主 数� 普通株式�
第一回優先株式�
第二回優先株式�
�
�

29,561名�
1名�
1名�

●発行済株式の総数�普通株式�
優先株式�
（第一回優先株式�
（第二回優先株式�

1,138,624千株�
200,000千株�
140,000千株�
60,000千株�

）�
）�

1.普通株式�

�
（1）第一回優先株式�

（2）第二回優先株式�

明 治 生 命 保 険 相 互 会 社 �
安 田 生 命 保 険 相 互 会 社 �
第 一 生 命 保 険 相 互 会 社 �
東洋信託銀行株式会社信託勘定A口
日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 �
日本トラスティサービス信託銀行株式会社信託口�
三菱信託銀行株式会社信託口�
住 友 生 命 保 険 相 互 会 社 �
横 浜 丸 魚 株 式 会 社 �
みずほ信託銀行株式会社信託A口�
�

36,494�
36,494�
36,494�
34,595�
28,732�
28,360�
19,803�
18,194�
12,310�
11,706

3.20�
3.20�
3.20�
3.03�
2.52�
2.49�
1.73�
1.59�
1.08�
1.02�

�

株 式 会 社 整 理 回 収 機 構 �
�

株 式 会 社 整 理 回 収 機 構 �

千株� ％�

千株� ％�

千株� ％�

◆大株主（上位10名）�

株　主　名� 所有株式数� 持株比率�

株　主　名� 所有株式数� 持株比率�

株　主　名� 所有株式数� 持株比率�

140,000 100.00

60,000 100.00

2.優先株式�

外国為替取扱店� 外貨両替取扱店� BANK OF YOKOHAMA
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株式の状況・店舗のご案内について�会社情報�
Corporate Data
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